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企業会計基準委員会 御中 
 
 

社団法人 日本貿易会 
                                   経 理 委 員 会 

 
「退職給付に係る会計金の一部改正（案）及び 退職給付に係る会計基準の一部改正 

に関する適用指針（案）の公開草案に対する意見」 
 
拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 
本年 1月 13日に貴会より公表されました掲題公開草案に対しまして、意見を表明する機会
を頂き感謝致します。 
当会において検討致しました結果、次の通り意見を提出させて頂きますので、今後の審議

においてご配慮頂きたく、よろしくお願い申し上げます。 
敬具 

 
１．早期適用の場合における期首に存在したとみなす未認識年金資産金額の明確化 
 
適用指針（案）第４項（１）に「平成 17年 3月 31日から平成 17年 9月 29日まで
に終了する事業年度前に発生し当該事業年度の期末に存在する未認識年金資産」と

あるが、「期末に存在する未認識年金資産」の金額は、当該事業年度において年金掛

金の減少等により積立金額が一部解消する場合においても、当該積立超過解消額を

期末に存在する未認識年金資産から控除する前の金額である旨を明記願いたい。 
   また、この点をより明確化するため、【設例２】においては、当期に発生している数 
理計算上の差異を、貸方差異ではなく、借方差異の場合として頂くか、或いは【設例

２－２】として借方差異が発生している場合を追加頂きたい。 
 

２．今後の会計基準改正における継続審議についてのお願い事項 
 
今回の改正（案）は緊急性の高い部分を優先させたという点については了解してい

る。但し、今後も基準改正に向けての審議を継続頂き、数理計算上の差異の費用処理

に関しては、当該差異が退職給付会計の中で行った見積の差異であることを踏まえる

と、発生年度単位での管理にそれほど意味があるとは考え難いため、各年度の期首の

残高を基に費用処理する方法を採用することを検討頂きたい。 
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